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図１　２０24年度川崎市一般会計予算案の構成

市民税
2008
（23.1）

市債
642（7.4）

固定
資産税

１356（15.6）

その他
４91（5.6）

地方譲与税
31（0.4）

扶助費
2383（27.3）

人件費
1646
（18.9）

公債費
760
（8.7）

貸付金
195
（2.2）

補助金等
1118
（12.8）

繰出金
451
（5.2）

その他
１31
（1.6）

普通建設
事業費

1000（11.5）

交付金
148（1.6）

その他
29（0.4） 諸収入

337
（3.9）

使用料及び手数料
168（1.9） 分担金及び負担金

　　86（1.0）

地方特例交付金
118（1.3）

地方消費税交付金
353（4.1）

県支出金
423（4.8）

財産収入
101（1.2）

繰入金
856（9.8） 歳入総額

8712億円

歳出総額
8712億円

その他
の経費

義務的
経費

投資的
経費

（11.5）

単位：億円（　）は％　※１億円未満は四捨五入

国庫支出金
1565
（17.9）

（33.6） （54.9）物件費
1029
（11.8）

市税収入は３年連続過去最大市税収入は３年連続過去最大

防災予算防災予算などなど市民市民にに還元還元をを
2024年度
川崎市予算案

財
政
力
指
数
は
政
令

市
で
ト
ッ
プ
の

豊
か
な
財
政

　

新
年
度
一
般
会
計
予
算
の
規

模
は
、
前
年
度
比
40
億
円
増
の

８
７
１
２
億
円
で
、
市
税
収
入

は
、
前
年
度
比
43
億
円
増
の
３

８
５
４
億
円
で
３
年
連
続
、
過

去
最
大
で
す
。こ
れ
は
、法
人
市

民
税
が
17
億
円
増
、
固
定
資
産

税
11
億
円
増
な
ど
に
よ
る
も
の

で
す
（
２
面
・
表
２
〜
５
）。

個
人
市
民
税
は
前
年
度
並
み
で

す
が
、
こ
れ
は
国
の
定
額
減
税

の
影
響
で
、
地
方
特
例
交
付
金

で
97
億
円
補
填
さ
れ
る
た
め
、

本
来
の
個
人
市
民
税
は
１
０
０

億
円
増
、
市
税
収
入
は
１
４
０

億
円
の
増
と
な
り
ま
す
。

　

財
政
力
指
数
は
、
政
令
市
ト

ッ
プ
（
表
１
）
で
、
新
年
度
は

普
通
交
付
税
・
不
交
付
団
体
と

な
る
見
込
み
で
す
。
財
政
健
全

化
指
標
は
、
す
べ
て
基
準
値
を

下
回
っ
て
お
り
、極
め
て
優
良
。

一
人
当
た
り
の
市
債
残
高
は
、

政
令
市
の
平
均
よ
り
も
13
万
円

低
く
、
借
金
の
負
担
額
が
少
な

い
の
が
特
徴
で
す
。
川
崎
市
の

人
口
増
加
率
、
生
産
年
齢
人
口

割
合
と
も
に
他
の
政
令
市
と
比

較
す
る
と
高
く
、
人
口
推
計
で

も
今
後
６
年
間
は
増
加
を
続
け

る
た
め
市
税
収
入
の
増
加
は
今

後
６
年
間
続
く
と
予
想
さ
れ
ま

す
。
ふ
る
さ
と
納
税
に
よ
る
減

収
は
あ
り
ま
す
が
、
こ
の
よ
う

に
、市
税
収
入
、財
政
力
指
数
、

財
政
健
全
化
指
標
の
ど
れ
を
と

っ
て
も
、
川
崎
市
は
政
令
市
で

ト
ッ
プ
ク
ラ
ス
の
財
政
力
を
持

っ
て
い
ま
す
。

　

新
年
度
予
算
の
収
支
は
マ
イ

ナ
ス
１
５
７
億
円
と
し
て
い
ま

す
。
し
か
し
、
21
年
度
予
算
で

は
２
８
６
億
円
の
収
支
不
足
が

出
る
と
し
て
い
ま
し
た
が
、
決

算
で
は
60
億
円
の
プ
ラ
ス
。
22

年
度
予
算
で
は
２
３
９
億
円
の

収
支
不
足
が
出
る
と
し
て
い
ま

し
た
が
、
決
算
で
は
19
億
円
の

プ
ラ
ス
と
な
り
ま
し
た
。
コ
ロ

ナ
過
で
も
収
支
は
プ
ラ
ス
で
あ

り
、
コ
ロ
ナ
が
明
け
て
個
人
市

民
税
、
法
人
市
民
税
な
ど
が
増

加
を
見
込
ま
れ
ま
す
。

減
債
基
金
は
今
こ
そ

市
民
の
た
め
に

　

減
債
基
金
残
高
は
、
一
般
会

計
分
で
み
る
と
積
立
額
４
９
８

億
円
、
取
崩
額
３
１
４
億
円
で

２
９
５
５
億
円
と
な
り
、
一
人

当
た
り
の
残
高
は
政
令
市
平
均

の
１
．
６
倍
に
も
な
り
ま
す
。

政
令
市
の
減
債
基
金
残
高
は
、

取
崩
額
の
平
均
４
年
分
で
す

が
、
本
市
は
約
９
年
分
に
も
な

り
、
他
都
市
と
比
べ
て
極
め
て

多
い
残
高
と
な
っ
て
い
ま
す
。

24
年
度
の
借
入
総
額
は
８
０
４

億
円
の
見
込
み
で
す
が
、
減
債

基
金
の
残
高
か
ら
差
し
引
い
た

実
質
残
高
は
約
２
１
５
１
億
円

で
す
。
こ
の
金
額
は
、
取
崩
額

の
４
年
分
と
い
う
他
政
令
市
平

均
と
比
較
す
る
と
約
９
０
０
億

円
も
多
い
と
い
う
状
況
で
す
。

現
状
で
も
他
都
市
よ
り
も
多
い

９
０
０
億
円
は
市
民
の
暮
ら
し

の
た
め
に
使
う
べ
き
で
す
。

社
会
保
障
費
は
、

ほ
と
ん
ど
変
化
な
し

　

こ
の
間
、
市
長
は
社
会
保
障

費
の
増
大
を「
財
政
が
厳
し
い
」

理
由
の
一
つ
と
し
て
挙
げ
て
き

ま
し
た
。
社
会
保
障
費
で
あ
る

扶
助
費
は
、
前
年
度
比
87
億
円

増
で
す
が
、
こ
れ
は
児
童
手
当

や
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
増
に

よ
る
も
の
で
、
ど
う
し
て
も
必

要
な
費
用
で
あ
り
、
増
加
し
た

部
分
の
ほ
と
ん
ど
は
国
や
県
か

ら
の
補
助
か
ら
賄
わ
れ
ま
す
。

扶
助
費
の
一
般
財
源
の
比
率
で

あ
る
経
常
収
支
比
率
は
22
年
度

決
算
で
は
19
．２
％
に
す
ぎ
ず
、

こ
の
間
、
ほ
と
ん
ど
変
化
は
な

く
、
扶
助
費
は
増
え
て
い
ま
せ

ん
。
し
か
も
、
一
人
当
た
り
の

扶
助
費
の
額
は
引
き
続
き
政
令

市
平
均
を
下
回
っ
て
お
り
、
福

祉
予
算
で
あ
る
民
生
費
も
１
人

当
た
り
に
す
る
と
政
令
市
平
均

よ
り
も
約
２
万
円
低
い
状
況
で

す
。
扶
助
費
が
増
え
る
こ
と
を

理
由
に
「
財
政
が
厳
し
い
」
と

す
る
べ
き
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

不
要
不
急
の
大
規
模

事
業
は
中
止
・
凍
結

し
、
防
災
予
算
に

　

２
０
２
４
年
度
予
算
の
臨
海

部
関
連
の
予
算
に
つ
い
て
で
す

が
、
港
湾
費
は
一
般
会
計
、
特

別
会
計
合
わ
せ
て
１
４
３
億

円
、
臨
海
部
国
際
戦
略
本
部
の

予
算
20
億
円
が
計
上
さ
れ
て
い

ま
す
。
こ
の
中
に
は
、
臨
港
道

路
東
扇
島
水
江
町
線
整
備
に
37

億
円
、
コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル

整
備
事
業
に
11
億
円
、
東
扇
島

堀
込
部
土
地
造
成
事
業
23
億

円
、
南
渡
田
地
区
の
拠
点
整
備

に
15
億
円
、
臨
海
部
か
ら
撤
退

縮
小
す
る
企
業
に
奨
励
金
を
出

す
投
資
促
進
制
度
に
11
億
円
、

Ｊ
Ｆ
Ｅ
撤
退
し
た
跡
地
利
用
の

た
め
の
土
地
利
用
転
換
に
５
億

円
な
ど
臨
海
部
の
大
規
模
事
業

に
約
91
億
円
、
補
正
も
合
わ
せ

る
と
１
２
０
億
円
が
計
上
さ
れ

て
い
ま
す
。
中
小
企
業
な
ど
の

予
算
と
比
べ
て
も
臨
海
部
の
大

規
模
事
業
に
は
湯
水
の
よ
う
に

使
わ
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
中
に
は
市
民
に
と
っ
て

不
要
不
急
の
事
業
も
多
数
含
ま

れ
て
い
ま
す
。
特
に
臨
港
道
路

東
扇
島
水
江
町
線
は
、
必
要
だ

と
す
る
根
拠
で
あ
っ
た
コ
ン
テ

ナ
取
扱
量
は
目
標
40
万
Ｔ
Ｅ
Ｕ

の
半
分
も
い
か
ず
、
事
業
費
は

当
初
の
３
倍
、
約
１
５
０
０
億

　

川
崎
市
の
２
０
２
４
年
度
予
算
案
が
提
案
さ
れ
ま
し
た
。

市
長
は
「
引
き
続
き
財
政
は
厳
し
い
環
境
に
あ
る
」
と
し
て

物
価
高
騰
対
策
、
子
育
て
支
援
、
中
小
企
業
対
策
な
ど
に
市

独
自
の
予
算
を
ほ
と
ん
ど
使
わ
ず
、
高
齢
者
、
障
が
い
者
施

策
も
不
十
分
で
す
。
一
方
で
不
要
不
急
の
大
規
模
事
業
予
算

に
は
多
大
な
額
を
投
じ
る
予
算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

都市の主要財政指標
（2022年度）

団体名 財政力指数
川崎市 1.02
名古屋市 0.98
さいたま市 0.96
横浜市 0.95
大阪市 0.92
千葉市 0.91
仙台市 0.89
福岡市 0.88
相模原市 0.85
静岡市 0.85
浜松市 0.83
京都市 0.81
広島市 0.80
堺市 0.78
神戸市 0.77
岡山市 0.76
札幌市 0.72
北九州市 0.70
熊本市 0.70
新潟市 0.66
政令指定都市平均　0.84
全国市町村平均　0.49

市
民
に
と
っ
て

不
公
平
な
予
算

日
本
共
産
党
市
議
会
議
員
団
団
長　

宗
田
裕
之

　

昨
年
は
、
福
田
市
政
に
対

し
て
、
２
つ
の
大
き
な
市
民

運
動
が
あ
り
ま
し
た
。

　

ひ
と
つ
は
、
６
月
議
会
で

の
ぜ
ん
息
患
者
医
療
費
助
成

制
度
の
廃
止
問
題
で
す
。

　

ぜ
ん
息
と
い
う
の
は
、
発

作
が
起
き
れ
ば
３
時
間
以
内

に
３
割
が
亡
く
な
る
、
ま
さ

に
命
に
か
か
わ
る
病
気
で

す
。
そ
れ
を
市
は
「
他
の
ア

レ
ル
ギ
ー
と
同
じ
だ
」「
公

平
で
は
な
い
」
と
い
っ
て
廃

止
す
る
と
発
表
し
ま
し
た
。

こ
れ
に
対
し
て
市
民
団
体
が

連
日
、
市
役
所
前
で
抗
議
行

動
し
ま
し
た
。マ
ス
コ
ミ
も
、

制
度
廃
止
に
つ
い
て
の
パ
ブ

リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
に
99
％
の

方
が
反
対
だ
っ
た
こ
と
、
ま

た
市
は
、そ
れ
を「
参
考
に
し

な
い
」
と
答
弁
し
た
こ
と
に

つ
い
て
、「
何
の
た
め
の
パ

ブ
コ
メ
か
？
」
と
怒
り
の
報
道

を
し
ま
し
た
。
こ
の
市
の
姿
勢

は「
不
公
平
」そ
の
も
の
で
す
。

　

も
う
一
つ
は
、
学
校
プ
ー
ル

の
水
の
流
出
問
題
も
あ
り
ま
し

た
。
行
政
は
、
教
員
が
学
校
の

プ
ー
ル
の
水
を
流
出
さ
せ
た
と

実
際
の
プ
ー
ル
の
作
業
を
実
演

し
、
誰
が
や
っ
て
も
警
報
が
鳴

り
同
様
の
事
が
お
こ
る
こ
と
を

示
し
ま
し
た
が
、
行
政
は
、
こ

れ
を
「
過
失
」
だ
と
答
弁
。
一

方
、
行
政
は
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
が

な
か
っ
た
こ
と
、
教
員
に
説
明

対
し
て
、
私
た
ち
は
政
令
市

ト
ッ
プ
の
財
政
力
を
市
民
の

た
め
に
使
う
こ
と
を
提
案
し

ま
す
。
市
に
は
、
借
入
金
返

済
の
た
め
の
減
債
基
金
が
あ

り
ま
す
が
、
他
都
市
と
比
べ

て
、
９
０
０
億
円
も
多
く
、

た
め
込
み
す
ぎ
で
す
。
こ
れ

を
市
民
の
た
め
に
使
う
と
、

例
え
ば
、
ぜ
ん
息
患
者
医
療

費
助
成
制
度
の
復
活
、
子
ど

も
の
医
療
費
18
歳
ま
で
無

料
、
幼
稚
園
の
入
園
料
10
万

円
補
助
、
少
人
数
学
級
を
中

学
３
年
生
ま
で
、
特
養
ホ
ー

ム
を
毎
年
５
か
所
増
設
、
単

身
者
の
家
賃
補
助
、
月
１
万

円
、
１
万
人
に
補
助
も
で
き

ま
す
。
減
債
基
金
の
た
め
込

み
分
を
使
っ
て
市
民
の
福

祉
・
暮
ら
し
に
役
立
て
る
こ

と
を
提
案
し
ま
す
。

教
員
と
校
長
先
生
に
95
万
円
の

個
人
賠
償
を
請
求
し
ま
し
た
。

こ
れ
に
対
し
て
、
市
民
は
「
ミ

ス
を
し
た
か
ら
と
賠
償
さ
せ
ら

れ
る
の
は
お
か
し
い
」
と
反
対

署
名
が
１
７
０
０
０
筆
、
募
金

も
70
万
円
以
上
も
集
ま
り
ま
し

た
。
議
会
で
も
、
私
た
ち
は
、

な
し
で
や
ら
せ
た
こ
と
を
認
め

ま
し
た
が
、
教
員
に
賠
償
を
請

求
し
た
の
で
す
。
こ
れ
も
「
公

平
」と
は
と
て
も
言
え
ま
せ
ん
。

ま
さ
に
、
福
田
市
政
は
市
民
に

と
っ
て
「
不
公
平
」
そ
の
も
の

の
市
政
だ
と
い
え
ま
す
。

　

こ
の
「
不
公
平
」
な
市
政
に

団
長
談
話

財政力指数
　地方公共団体の財政力を示す指数で、基準
財政収入額を基準財政需要額で除して得た数
値の過去3年間の平均値です。
　財政力指数が高いほど、普通交付税算定上
の留保財源が大きいことになり、財源に余裕
があるといえます。

円
に
も
跳
ね
上
が
っ
て
お
り
、

不
要
不
急
の
事
業
と
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
の
よ
う
な
市
民
に
と

っ
て
不
要
不
急
の
大
規
模
事
業

は
中
止
・
凍
結
を
し
て
、
今
一

番
必
要
な
防
災
の
予
算
に
振
り

向
け
る
べ
き
で
す
。

表１　



明 る い 川 崎（３） （２）第２５１号２０２４年（令和６年）３月

表５　2024（令和６）年度市税の内訳 （単位：千円）

2024年度 前年との比較
予算額 構成比（％） 増減額 率（％）

市 民 税 200,750,594 52.0 1,746,515 0.9
個 人 180,136,543 46.7 30,604 0.0
法 人 20,614,051 5.3 1,715,911 9.1

固 定 資 産 税 135,578,149 35.2 1,101,989 0.8
軽 自 動 車 税 1,045,297 0.3 21,086 2.1
市 た ば こ 税 9,902,209 2.6 591,580 6.4
特別土地保有税 2 0.0 - 0.0
入 湯 税 68,440 0.0 39,356 135.3
事 業 所 税 9,250,443 2.4 49,833 0.5
都 市 計 画 税 28,851,923 7.5 713,145 2.5
市 税 合 計 385,447,057 100.0 4,263,504 1.1
※百万円以下の処理の関係上、合計額は誤差があります。

表３　2024（令和６）年度各会計予算案 （単位：千円）

会　　計　　別
2024年度 前年との比較
予算額 増減額 率（％）

一 般 会 計 871,233,696 3,971,576 0.5

特　

別　

会　

計

競 輪 事 業 会 計 31,396,681 5,369,970 20.6
卸売市場事業会計 1,609,916 △163,543 △9.2
国民健康保険事業会計 125,191,857 △3,425,645 △2.7
母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計 198,929 △21,533 △9.8
後期高齢者医療事業会計 21,840,643 2,230,845 11.4
公害健康被害補償事業会計 70,370 △3,928 △5.3
介護保険事業会計 113,004,094 △1,894,419 △1.6
港湾整備事業会計 8,254,137 4,194,035 103.3
勤労者福祉共済事業会計 112,735 △3,160 △2.7
墓地整備事業会計 435,147 2,845 0.7
生田緑地ゴルフ場事業会計 456,664 19,229 4.4
公共用地先行取得等事業会計 1,323,302 △163,776 △11.0
公 債 管 理 会 計 185,101,424 12,825,317 7.4

特 別 会 計 合 計 488,995,899 18,966,237 4.0

公
営
企
業
会
計

病 院 事 業 会 計 50,602,514 420,616 0.8
下 水 道 事 業 会 計 101,103,584 776,805 0.8
水 道 事 業 会 計 54,053,942 2,332,872 4.5
工業用水道事業会計 11,596,326 835,480 7.8
自動車運送事業会計 12,783,292 612,688 5.0

企 業 会 計 合 計 230,139,658 4,978,461 2.2
全 会計歳出予算合計 1,590,369,253 27,916,274 1.8

表２　2024（令和６）年度一般会計歳入予算案 （単位：千円）

2024年度 前年との比較
予算額 構成比（％） 増減額 率（％）

市 税 385,447,057 44.3 4,263,504 1.1
地 方 譲 与 税 3,086,608 0.4 41,755 1.4
利 子 割 交 付 金 90,781 0.0 △36,326 △28.6
配 当 割 り 交 付 金 2,897,162 0.3 13,988 0.5
株式等譲渡所得割交付金 2,961,658 0.3 66,929 2.3
分離課税所得割交付金 409,423 0.1 309 0.1
法人事業税交付金 3,602,721 0.4 △76,688 △2.1
地方消費税交付金 35,311,446 4.1 △322,535 △0.9
ゴルフ場利用税交付金 33,159 0.0 △2,690 △7.5
環境性能割交付金 1,065,000 0.1 186,792 21.3
自動車取得交付金
軽油取引税交付金 3,711,305 0.4 △36,594 △1.0
地 方 特 例 交 付 金 11,791,654 1.3 9,725,713 著増
地 方 交 付 金 400,948 0.1 6,314 1.6
交通安全対策特別交付金 322,245 0.1 △24,033 △6.9
分担金及び負担金 8,576,708 1.0 △360,496 △4.0
使用料及び手数料 16,807,786 1.9 △133,861 △0.8
国 庫 支 出 金 156,508,800 17.9 △6,517,829 △4.0
県 支 出 金 42,322,066 4.8 221,983 0.5
財 産 収 入 10,122,628 1.2 1,559,038 18.2
寄 附 金 2,097,951 0.2 826,131 65.0
繰 入 金 85,595,086 9.8 △3,610,538 △4.0
繰 越 金 100,000 0.0 ｰ ｰ
諸 収 入 33,748,504 3.9 △336,290 △1.0
市 債 64,223,000 7.4 △1,483,000 △2.3
歳 入 合 計 871,233,696 100.0 3,971,576 0.5

2024年度川崎市予算案の特徴と課題2024年度川崎市予算案の特徴と課題

　　

福祉・くらし優先の予算へ福祉・くらし優先の予算へ豊かな財政
いかして

不要不急の大規模開発をやめ不要不急の大規模開発をやめ 中
小
企
業

中
小
企
業
予
算
は

全
体
の
わ
ず
か
０
・
18
％

　

２
０
２
４
年
度
の
経
済
労
働

費
は
、
前
年
度
比
６
億
５
１
５

０
万
円
減
（
▲
２
・
６
％
）
の

２
４
９
億
７
９
４
８
万
円
で

す
。
そ
の
内
、
商
業
・
農
業
・

中
小
企
業
・
信
用
保
証
料
補
助

事
業
を
含
め
た
中
小
企
業
支
援

関
連
予
算
は
16
億
３
５
７
万
円

余
で
、
一
般
会
計
予
算
額
に
占

め
る
割
合
は
僅
か
０
・
18
％
に

過
ぎ
ま
せ
ん
。
最
も
多
く
減
少

し
た
の
は
、
信
用
保
証
等
促
進

事
業
費
で
、
前
年
度
比
17
億
３

６
０
０
万
円
減
と
な
っ
て
お

り
、
こ
れ
は
、
国
の
財
源
で
行

わ
れ
た
「
新
型
コ
ロ
ナ
対
応
資

金
」
の
利
子
補
給
が
大
幅
に
削

ら
れ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で

す
。
物
価
高
騰
の
も
と
「
ゼ
ロ

ゼ
ロ
融
資
」の
返
済
が
始
ま
り
、

資
金
繰
り
が
一
層
厳
し
く
な
る

中
で
、
市
独
自
で
利
子
補
給
や

保
証
料
の
軽
減
へ
の
金
融
支
援

の
充
実
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　

限
ら
れ
た
中
小
企
業
支
援
関

連
予
算
に
対
し
、
伸
び
た
の
は

「
新
川
崎
・
創
造
の
も
り
計
画

推
進
事
業
」
で
す
。
昨
年
度
２

倍
の
１
億
８
６
０
万
円
余
が
計

上
さ
れ
ま
し
た
が
、
こ
れ
は
、

「
量
子
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
パ
ー

ク
推
進
事
業
費
」
５
５
０
０
万

円
が
盛
り
込
ま
れ
た
た
め
で
、

新
川
崎
・
創
造
の
も
り
に
お
け

る
量
子
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
パ
ー

ク
形
成
に
向
け
た
機
能
整
備
の

検
討
を
業
務
委
託
す
る
も
の
で

す
。「
産
学
官
共
創
の
長
期
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
と
し
て
位
置
付

け
た
事
業
で
、
国
の
政
策
に
則

っ
て
、
今
後
、
多
く
の
税
金
の

投
入
が
懸
念
さ
れ
ま
す
。

　

商
店
街
支
援
の
「
商
業
振
興

費
」
は
、
前
年
度
比
７
９
４
万

円
減
の
２
億
７
１
９
６
万
円

で
、
イ
ベ
ン
ト
等
を
行
う
「
商

店
街
ソ
フ
ト
事
業
支
援
補
助

金
」
も
１
割
減
、
街
路
灯
の
補

助
な
ど
を
行
う
「
中
小
企
業
団

体
等
共
同
施
設
補
助
金
も
６
．

５
％
の
減
で
し
た
。
国
の
全
額

負
担
で
補
正
予
算
が
組
ま
れ
、

「
プ
レ
ミ
ア
ム
商
品
券
事
業
」

に
取
り
組
み
ま
す
が
、
民
間
の

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
の
加
盟

店
が
対
象
と
な
り
、
手
数
料
も

必
要
と
な
る
な
ど
問
題
が
あ
り

ま
す
。
新
年
度
予
算
は
、
物
価

子
育
て

小
児
医
療
費
助
成
制
度

は
ワ
ー
ス
ト
１
位

　

小
児
医
療
費
助
成
事
業
の
予

算
は
、
前
年
比
よ
り
約
８
億
円

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ

は
川
崎
市
が
、
小
児
医
療
費
の

通
院
医
療
費
を
昨
年
９
月
か
ら

中
学
卒
業
ま
で
拡
充
し
所
得
制

限
も
撤
廃
さ
れ
た
こ
と
が
大
き

い
で
す
が
、
受
診
の
際
の
一
部

負
担
金
は
継
続
さ
れ
た
ま
ま
で

す
。

　

県
内
の
一
部
負
担
金
が
導
入

さ
れ
て
い
る
自
治
体
は
川
崎
市

と
相
模
原
市
の
み
と
な
り
ま
し

た
。
ま
た
県
内
33
自
治
体
の
う

ち
高
校
卒
業
ま
で
無
料
化
を
拡

充
ま
た
は
来
年
度
拡
充
す
る
自

治
体
は
29
と
、
全
体
の
約
９
割

ま
で
広
が
り
ま
し
た
。
来
年
度

川
崎
市
の
制
度
は
県
内
最
低
と

な
り
ま
す
（
表
８
・
９
）。

児
童
の
受
け
入
れ
枠

な
ど
に
関
す
る
支
援

が
拡
充

▽ 

保
育
所
の
受
け
入
れ
枠
の
確

保
（
５
６
１
か
所
３
６
０
８

１
人
↓
５
６
７
か
所
３
６
３

１
２
人
、
６
か
所
２
３
１
人

の
拡
充
）
７
２
３
億
円
（
前

年
比
２
７
億
円
増
）

▽ 

保
育
士
の
処
遇
改
善
（
認
定

こ
ど
も
園
）
６
億
円
（
前
年

比
１
億
５
０
０
０
万
円
増
）

▽ 

幼
稚
園
の
一
時
預
か
り
や
低

年
齢
児
の
受
け
入
れ
促
進
２

億
８
０
０
０
万
円
（
前
年
比

９
７
０
０
万
円
増
）

▽ 

保
育
園
の
利
用
に
お
け
る
多

子
世
帯
支
援
の
拡
充
、
認
可

外
保
育
園
も
対
象
、
助
成
額

が
拡
充
（
第
２
子
は
１
万
円

↓
１
万
６
千
円
）

▽ 

中
部
児
童
相
談
所
一
時
保
護

所
の
新
築
工
事
等　

14
億
円

（
前
年
比
２
億
７
０
０
０
万

円
増
）教　

育

児
童
生
徒
に
寄
り
添
う

た
め
の
人
員
配
置
な
ど

が
拡
充

▽ 

教
職
員
の
増
員
（
35
人
学
級

を
段
階
的
に
実
施
）

▽ 

小
学
校
の
放
課
後
の
校
庭
開

放
を
全
校
に　

２
４
０
０
万

円
（
新
規
）

▽ 

学
校
図
書
館
の
充
実
、
小
学

校
へ
の
学
校
司
書
を
配
置

熱
さ
せ
る
も
の
で
す
。

環  

境

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

普
及
の
取
り
組
み

　

拡
充
さ
れ
た
予
算
で
は
、
電

気
自
動
車
の
普
及
促
進
に
向
け

た
共
同
住
宅
へ
の
Ｅ
Ｖ
用
充
電

設
備
の
設
置
支
援
に
約
１
０
０

０
万
円
の
予
算
が
付
き
、
前
年

比
で
約
８
５
０
万
円
の
増
額
で

す
。

　

こ
の
他
、
地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー

会
社
「
川
崎
未
来
エ
ナ
ジ
ー
株

式
会
社
」
が
昨
年
10
月
12
日
に

設
立
さ
れ
、
４
月
１
日
か
ら
事

業
が
開
始
さ
れ
ま
す
。
当
面
は

市
内
公
共
施
設
へ
の
電
力
供
給

を
行
い
、
将
来
的
に
は
Ｐ
Ｐ
Ａ

方
式
（
事
業
者
が
太
陽
光
発
電

所
を
開
設
し
、
再
エ
ネ
由
来
の

電
気
を
購
入
し
た
い
需
要
家
と

電
力
購
入
契
約
を
結
ん
で
発
電

し
た
電
気
を
供
給
す
る
仕
組

み
）
に
よ
り
、
再
エ
ネ
の
よ
り

一
層
の
普
及
拡
大
を
推
進
し
ま

す
。太

陽
光
発
電
に
関
す
る

補
助
金
が
実
現

　

新
た
に
創
設
さ
れ
た
「
太
陽

光
発
電
設
備
等
設
置
費
補
助

金
」
は
、
市
域
へ
の
再
エ
ネ
普

及
・
地
産
地
消
に
向
け
た
住
宅

太
陽
光
発
電
設
備
、
蓄
電
池
等

の
導
入
支
援
の
た
め
の
補
助
制

度
で
、
約
２
億
円
の
予
算
が
付

け
ら
れ
ま
し
た
（
表
７
）。

　

こ
の
制
度
の
う
ち
個
人
住
宅

に
対
す
る
補
助
で
は
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ

（
太
陽
光
や
風
力
な
ど
の
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
発
電
し
た

電
気
を
、
電
力
会
社
が
一
定
期

間
買
い
取
る
こ
と
を
国
が
保
障

不
要
不
急
の
大
規
模

事
業
に
90
億
円
以
上

の
予
算

　

２
０
２
４
年
度
予
算
の
臨
海

部
関
連
の
予
算
は
、
港
湾
費
は

一
般
会
計
、
特
別
会
計
合
わ
せ

て
１
８
３
億
円
、
臨
海
部
国
際

戦
略
本
部
の
予
算
20
億
円
が
計

上
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
中
に

は
、
臨
港
道
路
東
扇
島
水
江
町

線
整
備
に
37
億
円
、
コ
ン
テ
ナ

タ
ー
ミ
ナ
ル
整
備
事
業
に
11
億

（
92
校
↓
１
１
４
校
）
５
８

０
０
万
円
（
前
年
比
４
９
０

万
円
増
）

▽ 

更
新
時
期
を
迎
え
た
小
中
学

校
の
普
通
教
室
、
特
別
教
室

等
の
空
調
設
備
の
更
新
及
び

新
設
に
向
け
た
取
組
の
推
進

３
億
５
０
０
０
万
円
（
前
年

比
１
億
１
０
０
０
万
円
増
）

▽ 

中
央
支
援
学
校
の
狭
あ
い
解

消
や
更
な
る
教
育
内
容
の
充

実
に
向
け
た
施
設
整
備
12
億

円
（
前
年
比
７
億
円
増
）

▽ 

学
校
施
設
の
長
寿
命
化
に
向

け
た
取
組
、
改
修
に
よ
る
再

生
整
備
・
予
防
保
全
の
実
施

（
校
舎
51
校
、
体
育
館
32
校
）

50
億
円（
前
年
比
19
億
円
増
）

▽ 

教
員
の
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
相
談

調
整
担
当
等
の
行
政
職
員
を

２
名
増
員

▽ 

産
休
・
育
休
取
得
予
定
者
に

対
す
る
代
替
教
員
の
前
倒
し

任
用

▽ 

小
中
学
校
の
医
療
的
ケ
ア
児

へ
の
支
援
／
特
別
支
援
学
校

の
医
療
的
ケ
ア
児
の
通
学
支

援
１
億
円
（
前
年
比
１
８
０

０
万
円
増
）

▽ 

専
門
相
談
支
援
の
充
実
、
ス

ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ

ー
が
12
名
↓
13
名
に
２
億
８

０
０
０
万
円
（
前
年
比
８
０

０
万
円
増
）

▽ 

不
登
校
対
策
、
別
室
指
導
に

人
員
配
備
（
小
中
学
校
８
校

で
実
施
）２
４
０
０
万
円（
前

年
比
１
７
０
０
万
円
増
）

　

教
育
関
係
の
人
員
配
置
な
ど

が
拡
充
さ
れ
る
一
方
、
小
学
４

年
生
か
ら
中
学
３
年
生
対
象
の

市
学
習
状
況
調
査
の
予
算
約
１

億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
ま
す
。

テ
ス
ト
結
果
の
横
に
は
全
国
平

均
が
記
載
さ
れ
子
ど
も
た
ち
に

学
力
競
争
を
煽
り
、
競
争
を
加

表４　2024（令和６）年度一般会計歳出予算案 （単位：千円）

2024年度 前年との比較
予算額 構成比（％） 増減額 率（％）

議 会 費 1,728,943 0.2 △122,883 △6.6
総 務 費 57,755,891 6.6 958,095 1.7
市 民 文 化 費 8,491,702 1.0 △47,643 △0.6
こども未来費 142,477,710 16.3 6,146,504 4.5
健 康 福 祉 費 173,593,481 19.9 △10,292,789 △5.6
環 境 費 23,275,215 2.7 △15,685,405 △40.3
経 済 労 働 費 24,979,480 2.9 △651,600 △2.5
建 設 緑 政 費 35,711,609 4.1 6,458,059 22.1
港 湾 費 10,090,858 1.2 △313,413 △3.0
まちづくり費 23,795,329 2.7 4,275,711 21.9
区 役 所 費 19,329,170 2.2 866,680 4.7
消 防 費 18,236,324 2.1 1,549,556 9.3
教 育 費 133,477,611 15.3 17,911,112 15.5
公 債 費 76,457,546 8.8 2,437,771 3.3
諸 支 出 金 121,132,827 13.9 △9,518,179 △7.3
予 備 費 700,000 0.1 ｰ ｰ
歳 出 合 計 871,233,696 100.0 3,971,576 0.5

高
騰
や
後
継
者
不
足
に
苦
し
む

商
店
街
を
支
え
る
も
の
に
な
っ

雇  

用

人
材
確
保
に
奨
学
金
返
済

支
援
制
度
な
ど
の
導
入
を

　
「
雇
用
労
働
福
祉
費
」
は
前

年
度
比
40
％
増
と
な
っ
て
い
ま

す
が
、
こ
れ
は
、
労
働
会
館
の

整
備
費
が
増
加
に
な
っ
た
結
果

で
、
就
業
支
援
事
業
費
は
９
７

２
６
万
円
余
と
、
ほ
ぼ
横
ば
い

の
予
算
で
す
。

　

キ
ャ
リ
ア
サ
ポ
ー
ト
か
わ
さ

き
に
よ
る
求
職
者
の
ニ
ー
ズ
に

応
じ
た
丁
寧
な
就
業
支
援
、
中

小
企
業
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
多

様
な
人
材
確
保
支
援
に
９
１
４

３
万
円
余
で
す
が
、
こ
れ
も
１

８
０
万
円
の
減
で
す
。
コ
ネ
ク

シ
ョ
ン
ズ
か
わ
さ
き
に
よ
る
若

年
無
業
者
な
ど
の
就
職
支
援
や

自
立
支
援
事
業
の
予
算
、
就
職

氷
河
期
世
代
応
援
事
業
費
も
増

額
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。

　
「
女
性
就
業
支
援
事
業
費
」

は
２
０
２
０
年
度
以
降
、
予
算

は
付
け
ら
れ
て
い
な
い
ま
ま
で

す
。

　

市
内
中
小
企
業
に
と
っ
て

も
、
人
材
確
保
は
重
要
な
課
題

で
す
。
日
本
共
産
党
川
崎
市
議

団
で
は
、
兵
庫
県
で
実
施
し
て

い
る
学
金
返
済
支
援
制
度
の
創

設
を
求
め
て
い
ま
す
。
兵
庫
県

で
は
、
今
年
４
月
よ
り
、
市
内

事
業
者
に
就
職
す
る
40
歳
未
満

の
方
に
対
し
、
年
間
12
万
円
を

限
度
に
最
大
17
年
で
、
総
額
３

０
６
万
円
を
補
助
し
ま
す
。
県

が
３
分
の
２
、
事
業
者
が
３
分

の
１
を
負
担
し
、
利
用
者
の
返

済
額
の
ほ
ぼ
全
額
を
カ
バ
ー
で

き
る
補
助
金
額
で
す
。
川
崎
市

は
、
わ
が
党
の
制
度
導
入
の
求

め
に
対
し
「
若
者
の
地
元
定
着

に
よ
る
人
材
確
保
を
図
る
取
組

だ
」
と
し
て
、
本
市
に
は
必
要

な
い
と
の
答
弁
で
し
た
が
、
奨

学
金
返
済
の
負
担
軽
減
や
人
材

確
保
は
、
川
崎
市
の
重
要
な
課

題
で
す
。
本
市
で
も
奨
学
金
返

済
支
援
制
度
の
導
入
を
行
う
べ

き
で
す
。

て
い
ま
せ
ん
。

円
、
東
扇
島
堀
込
部
土
地
造
成

事
業
23
億
円
、
Ｊ
Ｆ
Ｅ
が
撤
退

し
た
跡
地
利
用
の
た
め
の
土
地

利
用
転
換
に
５
億
円
な
ど
臨
海

部
の
大
規
模
事
業
に
約
91
億

円
、
補
正
も
合
わ
せ
る
と
約
１

２
０
億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
ま

す
。
中
小
企
業
な
ど
の
予
算
と

比
べ
て
も
臨
海
部
の
大
規
模
事

業
に
は
湯
水
の
よ
う
に
使
わ
れ

て
い
ま
す
（
表
６
）。

　

こ
の
中
に
は
市
民
に
と
っ
て

不
要
不
急
の
事
業
も
多
数
含
ま

れ
て
い
ま
す
。
特
に
臨
港
道
路

東
扇
島
水
江
町
線
は
、
必
要
だ

と
す
る
根
拠
で
あ
っ
た
コ
ン
テ

ナ
取
扱
量
は
目
標
40
万
Ｔ
Ｅ
Ｕ

の
半
分
も
い
か
ず
、
事
業
費
は

当
初
の
３
倍
、
約
１
５
０
０
億

円
に
も
跳
ね
上
が
っ
て
お
り
、

不
要
不
急
の
事
業
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
市
民
に
と
っ
て

不
要
不
急
の
大
規
模
事
業
は
中

止
・
凍
結
し
て
、
今
一
番
必
要

な
防
災
の
予
算
に
振
り
向
け
る

べ
き
で
す
。

表６　2024年度予算案の臨海部等の大規模事業関連予算
事業名 予算額

国際コンテナ戦略港湾関連 合 計　77億1123万円
コンテナターミナルの利用促進・活性化
(内訳)  京浜港広域連携推進事業費
　　    東扇島コンテナターミナル整備費
 　　  東扇島コンテナターミナル管理運営費
　　  　　　（受変電設備、荷役機械設備等の保守点検など）

一般会計・特別会計
特別会計
特別会計
特別会計

13億  804万円 
1億7152万円
9億1046万円
2億2605万円

ポートセールス事業等 一般会計・特別会計 1319万円
東扇島コンテナ事業推進費 特別会計 965万円
港湾改修費（国際戦略港湾） 一般会計 ３億872万円
臨港道路東扇島水江町線整備 一般会計 37億2336万円
東扇島堀込部の埋立土地造成事業 特別会計 23億4827万円
臨海部の戦略的な産業集積と基盤整備 合 計　20億4971万円
臨海部活性化推進事業費（臨海部活性化推進事業費、臨海部
PR推進事業費、臨海部競争力強化事業費） 一般会計 １億1618万円

国際戦略拠点地区整備推進事業（国際戦略拠点地区整備推進
事業、マネジメント推進事業、特区推進事業、その他） 一般会計 ４億2170万円

サポートエリア整備推進（サポートエリア整備推進事業費、大師橋駅
前地区整備、浮島地区土地利用推進事業、塩浜３丁目周辺地区
整備推進事業）

一般会計 ６億2769万円

戦略拠点の形成推進（南渡田周辺地区等の土地利用の検討） 一般会計 １億5129万円
臨海部の大規模土地利用の推進事業 一般会計 ４億7014万円
交通ネットワークの形成推進（通勤環境向上事業費、羽田空
港周辺アクセス機能向上事業、通勤環境向上整備事業、基幹
的交通ネットワーク整備推進事業）

一般会計 9523万円

ナノ医療イノベーションセンター研究促進事業費 一般会計 １億3000万円
水素戦略・カーボンニュートラル産業推進事業（水素戦略推
進事業、カーボンニュートラルコンビナート推進事業） 一般会計 3748万円

高速川崎縦貫道路関連 合 計　7238万円
川崎縦貫道路整備事業費 一般会計 1338万円
水道事業会計　川崎縦貫道路関連施設整備事業費 水道事業会計 計上なし
高速川崎縦貫道路整備事業費409号新設改築 一般会計 5900万円

合　計 98億3332万円

表８　小児医療費助成（通院）の県内の状況
2024 年度予算での拡充分を含む 2024 年１月１日現在

都市名 対象年齢 所得制限 一部負担金
川崎市 中学卒業まで なし あり
横浜市 中学卒業まで なし なし
伊勢原市 中学卒業まで なし なし
湯河原町 中学卒業まで なし なし
相模原市 高校卒業まで なし あり
横須賀市 高校卒業まで なし なし
平塚市 高校卒業まで なし なし
鎌倉市 高校卒業まで なし なし
藤沢市 高校卒業まで なし なし
小田原市 高校卒業まで なし なし
茅ヶ崎市 高校卒業まで なし なし
逗子市 高校卒業まで なし なし
三浦市 高校卒業まで なし なし
秦野市 高校卒業まで なし なし
厚木市 高校卒業まで なし なし
大和市 高校卒業まで なし なし
海老名市 高校卒業まで なし なし
座間市 高校卒業まで なし なし
南足柄市 高校卒業まで なし なし
綾瀬市 高校卒業まで なし なし
葉山町 高校卒業まで なし なし
寒川町 高校卒業まで なし なし
大磯町 高校卒業まで なし なし
二宮町 高校卒業まで なし なし
中井町 高校卒業まで なし なし
大井町 高校卒業まで なし なし
松田町 高校卒業まで なし なし
山北町 高校卒業まで なし なし
開成町 高校卒業まで なし なし
箱根町 高校卒業まで なし なし
真鶴町 高校卒業まで なし なし
愛川町 高校卒業まで なし なし
清川村 高校卒業まで なし なし
※藤沢市　2024 年４月診療分から、小田原市 2024 年 10 月診療分から、秦野市 2024
年 10 月から、対象年齢を高校卒業相当年齢まで拡大予定。茅ヶ崎市、2024 年度中
に通院・入院の対象年齢を高校卒業相当年齢まで拡大予定。二宮町 2024 年４月から
通院・入院の対象年齢を高校卒業相当年齢まで拡大予定。

表９　小児医療費助成（通院）の政令市比較
2024 年度予算での拡充分を含む 2024 年１月１日現在

都市名 対象年齢 所得制限 一部負担金
さいたま市※ 1
名古屋市

高校卒業 なし なし

千葉市※2
相模原市※3
新潟市
静岡市
浜松市
大阪市
堺市
神戸市
岡山市※4
北九州市
福岡市
熊本市※5

高校卒業 なし あり

横浜市 中学卒業 なし なし
仙台市
川崎市
京都市

中学卒業 なし あり

札幌市※6 中学卒業 あり あり
広島市 小学卒業 あり あり
※１　さいたま市　2024 年 10 月から入院・通院ともに医療費助成の対象年齢を 18
歳の年度末までに拡大する予定。※２　千葉市　2024 年８月から対象年齢を高校３
年生相当年齢まで拡大、通院における小学４年生以上の保護者負担額引き下げ（500
円→ 300 円）※３　相模原市　2024 年８月受診分から医療費助成の対象年齢を「高
校生世代（18 歳に到達した日以後の最初の３月 31 日まで）」に拡大し、中学校３年
生までの所得制限を廃止予定。※４　岡山市　2024 年１月から、中学生・高校生等
が指定医療機関で、小児慢性特定疾病・自立支援医療（育成医療・更生医療・精神
通院医療）・指定難病の治療を受ける場合は、認定を受けている疾病に係る治療に限
り、通院医療費の自己負担なし※５　熊本市　2023 年 12 月から、対象年齢を高校
３年生相当まで拡充し、調剤薬局分の自己負担額を無料とした。※６　札幌市　202
4 年４月に通院の助成対象を中学生まで拡大するとともに、中学生の課税世帯の入
院に係る一部負担金を初診時一部負担金のみとし、2025 年４月には高校生の通院・
入院費を新たに助成対象とする予定。

表７　脱炭素化推進の事業予算
新規 拡充 取組名

予算額（単位：千円）
2024 年度 2023 年度 増減額

市民・企業との協働による温室効果ガス削減 1,510,932 1,896,873 △ 385,941

○ 「脱炭素アクションみぞのくち」における戦略的広報活動、事業者を巻き込む広報手法の
検討 47,027 32,482 14,545

PPA モデル（屋根貸し自家消化型）による市施設への更なる太陽光発電設備導入 12,000 12,000 0
脱炭素先行地域における、民主部門の電力消費に伴うCO2排出実質ゼロの実現等に向け
た取組支援 591,685 1,263,681 △ 671,996

○ 事業者の脱炭素化に向けた新たな計画書・報告書制度の運用開始 14,436 11,685 2,751
○ 電気自動車の普及促進に向けた共同住宅への EV用充電設備の設置支援 10,005 1,410 8,595

庁舎等建物内照明の LED化の実施 589,275 536,243 53,032
中小規模事業者の地球温暖化対策に向けた再エネ・省エネ設備導入支援 9,680 9,680 0
太陽光発電設備普及に向けた市民・事業者への情報発信 13,266 12,801 465

○ 市域への再エネ普及・地産地消に向けた住宅太陽光発電設備、蓄電池等の導入支援のため
の補助制度の創設 204,251 204,251

グリーンイノベーションの推進及び中小企業に対する ESGファイナンスの促進 77,542 67,430 10,112
川崎国際環境技術展やグリーンイノベーションクラスター等において創設されたビジネス
シーズの事業化に向けた支援や、中小企業の環境関連分野への新事業展開・販路開拓等支
援の実施

55,848 46,318 9,530

○ 金融機関と連携した中小企業への補助制度の新設など ESGファイナンス活用支援の強化・
脱炭素経営等の促進 12,036 12,557 △ 521

「川崎市脱炭素経営支援コンソーシアム」を通じた中小企業の脱炭素化支援の実施 9,658 8,555 1,103
カーボンニュートラル化を目指した廃棄物処理施設の中長期的な整備構想の策定に向けた
取組 15,878 8,079 7,799

処理施設の安定的な運営及び長寿命化の推進 2,108,514 6,357,547 △ 4,249,033
堤根処理センター整備事業の推進（2035 年完成予定） 165,551 59,174 106,377
浮島処理センターの基幹的施設整備事業の実施 1,887,200 6,298,373 △ 4,411,173

○ 王禅寺処理センターの基幹的施設整備事業の実施 45,239 45,239
○ 浮島 1期廃棄物埋立処分場浸出液処理施設の基幹的施設整備事業の推進 10,524 10,524

ごみ減量・リサイクルの推進 328,884 327,671 1,213
民間事業者と連携したリユースの推進 10,000 10,000 0

○ プラスチック資源一括回収実施に伴う普及広報 46,119 26,640 19,479
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す
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こ
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他
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光
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１
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「
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括
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昨
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こ
れ
ま
で
普
通
ご
み
と
し
て

回
収
し
て
い
た
プ
ラ
ス
チ
ッ
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製
品
を
、
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
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器
包
装
と
一
括
で
回
収
し
て
リ

サ
イ
ク
ル
を
推
進
し
ま
す
。
今

年
４
月
か
ら
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崎
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で
先
行
実

施
、
２
０
２
５
年
か
ら
幸
区
・

中
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で
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全
市
で
実
施
予
定
で
す
。

す
る
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し
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１
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た
り
４
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別
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す
。

　

こ
の
補
助
は
国
の
交
付
金
活

用
を
見
込
み
今
年
の
夏
ま
で
に

事
業
開
始
を
予
定
し
て
い
る
こ

と
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
を
適
用
す
る
太
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光
発
電
設
備
は
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備
は

約
１
０
０
件
、
蓄
電
池
は
約
２

０
０
件
の
申
請
を
見
込
ん
で
い

る
こ
と
、
集
合
住
宅
に
つ
い
て

も
太
陽
光
発
電
設
備
を
設
置
す



明 る い 川 崎 第２５１号２０２４年（令和６年）３月 （４）

特別養護老人ホーム　待機率
～人口100万人規模の政令市比較～

　　　　　　（待機率＝65歳以上人口比の待機者数）
　　　　　　　2023年10月川崎市議会局調査課の調べ

1.1

京都市 広島市 北九州市 川崎市 神戸市 福岡市 千葉市 横浜市 仙台市 名古屋市 札幌市 大阪市 さいたま市

0.85
0.71 0.7 0.66 0.64

0.53 0.49 0.45 0.44
0.31 0.27 0.23

介
護
保
険
料
引
き
上
げ

介
護
保
険
料
引
き
上
げ

〜
基
準
月
額
６
５
９
１
円
に

〜
基
準
月
額
６
５
９
１
円
に
〜〜

　

24
年
度
か
ら
の
第
９
期
介
護

保
険
料
の
基
準
月
額
が
現
行
よ

り
２
７
６
円
引
き
上
げ
ら
れ
、

６
５
９
１
円
に
な
り
ま
す
。
保

険
料
段
階
は
８
期
16
段
階
か
ら

９
期
は
19
段
階
へ
と
細
分
化
さ

れ
ま
す
（
表
10
）。

　

第
１
期
か
ら
比
べ
る
と
２
倍

以
上
の
値
上
げ
で
す
（
図
２
）。

保
険
料
の
支
払
い
は
す
で
に
限

界
に
達
し
て
い
ま
す
。
市
は
介

護
保
険
給
付
費
準
備
基
金
53
億

円
を
取
り
崩
す
と
と
も
に
、
一

般
会
計
か
ら
の
繰
り
入
れ
を
し

て
値
上
げ
を
抑
え
る
べ
き
で
す
。

特
養
ホ
ー
ム

新
規
計
画 

ゼ
ロ
ゼ
ロ

　

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
24
年

１
月
１
日
時
点
の
待
機
者
数
２

１
６
１
人
。
そ
の
う
ち
要
介
護

５
の
方
は
、
４
５
５
人
で
す
。

表10　改定介護保険料（2024～2026年度）
保険料
段階 対象者の所得基準 負担割合

(x 基準額 )

概ねの
保険料月額
( 円 )

１
生活保護又は中国残留邦人等支援給付を
受けている方、世帯全員が市町村民税非
課税で、老齡福祉年金受給の方

0.285 1,878

２
本
人
が
市
町
村
民
税
非
課
税

世
帯
非
課
税

本人の課税年金収入額と合計所得
金額の合計が 80 万円以下の方 0.285 1,878

３
第1・第2段階以外の方で、本人の
課税年金収入額と合計所得金額の
合計が 120万円以下の方

0.382 2,518

４ 第 1・第 2・第 3段階以外の方 0.67 4,416

５ 世
帯
課
税

本人の課税年金収入額と合計所得
金額の合計が 80 万円以下の方 0.90 5,932

６ 第 5段階以外の方 基準額 6,591

７

本
人
が
市
町
村
民
税
課
税

合計所得金額が 125 万円未満の方 1.15 7,580

８ 合計所得金額が
125 万円以上 200 万円未満の方 1.25 8,239

９ 合計所得金額が
200 万円以上 300 万円未満の方 1.50 9,887

10 合計所得金額が
300 万円以上 350 万円未満の方 1.70 11,205

11 合計所得金額が
350 万円以上 400 万円未満の方 1.80 11,864

12 合計所得金額が
400 万円以上 600 万円未満の方 1.90 12,523

13 合計所得金額が
500 万円以上 600 万円未満の方 2.10 13,842

14 合計所得金額が
600 万円以上 700 万円未満の方 2.30 15,160

15 合計所得金額が
700 万円以上 1,000 万円未満の方 2.50 16,478

16 合計所得金額が
1,000 万円以上 1,500 万円未満の方 2.70 17,797

17 合計所得金額が
1,500 万円以上 2,000 万円未満の方 2.90 19,115

18 合計所得金額が
2,000 万円以上 3,000 万円未満の方 3.10 20,433

19 合計所得金額が 3,000万円以上の方 3.30 21,752

図２　介護保険料基準月額の推移

図３

年度 （川崎市）

第1期
00～
第2期
03～
第3期
06～
第4期
09～
第5期
12～
第6期
15～
第7期
18～
第8期
21～
第9期
24～

2,950円

3,213円

5,014円

5,540円

5,825円

6,315円

6,591円

4,033円

4,033円

か
わ
さ
き
い
き
い
き
長
寿
プ
ラ

ン
に
お
い
て
、
８
期
中
の
新
規

計
画
は
ゼ
ロ
で
し
た
。
24
年
度

か
ら
の
９
期
も
新
規
計
画
は
ゼ

ロ
で
す
。
開
所
予
定
は
25
年
度

に
建
替
え
の「
ラ
ス
ー
ル
長
沢
」

の
み
で
す
。

　

市
は
希
望
す
る
施
設
の
シ
ョ

ー
ト
ス
テ
イ
か
ら
本
入
所
へ
の

転
換
を
認
可
、
上
限
は
全
市
で

80
床
と
し
て
い
ま
す
が
、
詳
細

は
未
定
で
す
。

　

ま
た
、市
は
利
用
者
ニ
ー
ズ
・

施
設
サ
ー
ビ
ス
も
多
様
化
し
て

い
る
こ
と
か
ら
、
地
域
密
着
型

サ
ー
ビ
ス
を
バ
ラ
ン
ス
よ
く
組

み
合
わ
せ
て
整
備
し
て
い
く
と

し
て
い
ま
す
が
、
地
域
密
着
型

サ
ー
ビ
ス
整
備
費
補
助
金
は
２

億
円
の
減
で
す
。

　

毎
年
２
０
０
０
人
程
の
待
機

者
は
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
を

求
め
て
い
る
の
で
す
。
早
急
に

新
規
整
備
計
画
を
立
て
な
け
れ

ば
、
市
民
の
要
望
に
応
え
る
こ

と
は
で
き
ま
せ
ん
。

　

介
護
人
材
確
保
・
定
着
支
援

の
介
護
職
員
家
賃
支
援
補
助
金

は
４
７
６
１
万
円
増
。
22
年
度

か
ら
開
始
さ
れ
た
施
策
、
着
実

に
機
能
、
さ
ら
な
る
拡
充
へ
向

け
て
予
算
増
を
。

補
助
犬
助
成

よ
う
や
く
新
設

　

補
助
犬
の
健
康
管
理
費
助
成

事
業
費
新
設
。予
算
額
67
万
円
。

り
返
し
要
求
し
て
き
ま
し
た
。

　

入
院
者
訪
問
支
援
事
業
新

設
。
予
算
額
１
１
０
万
円
。
精

神
科
病
院
へ
非
自
発
的
に
入
院

さ
れ
て
い
る
方
へ
、
外
部
と
の

面
接
交
流
の
機
会
を
確
保
。
本

人
の
話
し
を
丁
寧
に
聴
き
、
生

活
相
談
や
情
報
提
供
を
行
う
支

援
員
を
研
修
し
、
派
遣
し
ま

す
。

　

子
ど
も
発
達
・
相
談
支
援
セ

ン
タ
ー
、
中
原
区
・
高
津
区
に

整
備
。
こ
れ
に
よ
り
全
行
政
区

で
開
設
。
事
業
費
９
２
８
２
万

円
増
。

　

障
害
者
就
労
支
援
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク
事
業
費
１
７
５
９
万
円

増
。
障
が
い
者
雇
用
を
検
討
し

て
い
る
企
業
へ
の
相
談
支
援
体

制
強
化
。

　

健
康
福
祉
費
は
、
利
用
者
増

に
よ
り
介
護
給
付
等
事
業
費
は

増
え
ま
し
た
が
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
関
連
な
ど
の

減
に
よ
り
、
前
年
度
比
１
０
３

億
円
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

防  

災

　

能
登
半
島
地
震
の
よ
う
な
大

規
模
災
害
が
起
き
た
際
に
、
直

ち
に
川
崎
か
ら
被
災
地
に
必
要

な
支
援
が
出
来
る
よ
う
、「
大

規
模
災
害
被
災
者
へ
の
支
援
」

と
し
て
、
５
千
万
円
積
み
立
て

て
備
え
ま
す
。

防
災
ラ
ジ
オ
導
入
が

実
現

　

わ
が
党
が
求
め
て
き
た
防
災

ラ
ジ
オ
を
導
入
し
、
発
災
時
に

避
難
情
報
が
市
民
に
確
実
に
届

く
よ
う
、
防
災
行
政
無
線
や
、

防
災
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
、
ア
プ

リ
と
合
わ
せ
て
、
情
報
伝
達
機

能
を
多
重
化
し
ま
す
。
予
算
額

３
億
９
０
０
０
万
円
。

　

防
災
ラ
ジ
オ
は
大
規
模
な
災

害
が
発
生
、
ま
た
は
発
生
す
る

恐
れ
が
あ
る
と
き
に
自
動
的
に

起
動
し
、
臨
時
災
害
放
送
局
と

し
て
か
わ
さ
き
Ｆ
Ｍ
か
ら
災
害

情
報
を
放
送
す
る
し
く
み
で
、

購
入
費
補
助
も
予
定
さ
れ
て
い

ま
す
。

住
宅
の
耐
震
対
策

予
算
に
３
億
円

　

民
間
建
築
物
及
び
宅
地
等
の

耐
震
化
の
推
進
に
つ
い
て
、
市

民
か
ら
の
問
い
合
わ
せ
が
増
え

て
い
ま
す
。
予
算
額
３
億
円
。

・
沿
道
建
築
物
を
は
じ
め
と
し

た
特
定
建
築
物
や
木
造
住
宅
の

耐
震
改
修
工
事
へ
の
助
成
等
２

億
３
０
０
０
万
円

・
擁
壁
等
の
改
修
に
向
け
た
防

災
工
事
等
へ
の
助
成
を
通
じ
た

宅
地
の
防
災
性
向
上
１
２
０
０

万
円

・
大
規
模
盛
土
の
変
状
把
握
及

び
新
技
術
を
活
用
し
た
崖
の
変

動
解
析
、
市
民
向
け
宅
地
相
談

会
の
実
施
９
０
０
万
円

・
盛
土
等
に
伴
う
災
害
防
止
を

目
的
と
し
た
盛
土
規
制
法
に
よ

る
基
礎
調
査
の
実
施
４
２
０
０

万
円

　

木
造
住
宅
の
耐
震
改
修
工
事

（
耐
震
診
断
士
派
遣
制
度
や
耐

震
改
修
工
事
）
は
、
建
築
年
度

や
増
築
の
有
無
な
ど
、
条
件
が

厳
し
く
対
象
者
が
限
ら
れ
て
い

ま
す
。
耐
震
シ
ェ
ル
タ
ー
・
防

災
ベ
ッ
ド
の
設
置
助
成
や
、
家

具
転
倒
防
止
金
具
取
付
事
業
に

つ
い
て
誰
で
も
利
用
で
き
る
よ

う
に
す
る
べ
き
で
す
。

上
下
水
道
施
設
等
の

耐
震
化
９
億
円
増
額

　

小
中
学
校
な
ど
の
避
難
所
や

重
要
な
医
療
機
関
な
ど
と
結
ぶ

老
朽
化
所
に
つ
い
て
「
重
要
な

管
路
」
と
位
置
づ
け
て
効
率
的

に
耐
震
化
を
進
め
て
い
ま
す
。

上
下
水
道
合
わ
せ
て
予
算
額
１

９
９
億
円

・
下
水
。
川
崎
駅
以
北
の
耐
震

性
の
な
い
下
水
管
き
ょ
１
０
０

㎞
の
う
ち
、
39
㎞
を
重
要
な
下

水
管
き
ょ
と
し
て
、
そ
の
９
割

の
耐
震
化
が
進
ん
で
い
ま
す
。

・
上
水
。
本
市
の
上
水
管
路
は

２
５
０
０
㎞
と
膨
大
な
延
長
で

す
が
、
重
要
な
管
路
の
耐
震
化

は
９
割
以
上
進
ん
で
い
ま
す
。

　

一
方
で
、
２
０
０
６
年
に
水

道
事
業
の
再
構
築
が
行
わ
れ
、

生
田
浄
水
場
が
閉
鎖
さ
れ
ま
し

た
。
川
崎
市
の
水
道
供
給
１
日

50
万
ト
ン
の
う
ち
、
約
28
万
ト

ン
は
相
模
湖
か
ら
電
力
を
使
わ

な
い
自
然
流
下
で
多
摩
区
、
臨

海
部
ま
で
供
給
し
て
い
ま
す

が
、
あ
と
の
22
万
ト
ン
は
、
神

奈
川
県
内
広
域
水
道
企
業
団
か

ら
買
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
水
は

小
田
原
の
酒
匂
川
か
ら
56
㎞
、

年
間
４
億
円
の
電
気
代
を
か
け

て
ひ
い
て
い
ま
す
。
災
害
時
に

電
気
が
止
ま
れ
ば
水
は
送
り
出

せ
な
い
の
で
す
か
ら
、
災
害
対

策
と
し
て
も
、
生
田
浄
水
場
を

復
活
さ
せ
る
べ
き
で
す
。

中
原
、
高
津
消
防
署
に

救
急
隊
増
設

　

救
急
隊
の
出
動
件
数
は
２
年

連
続
過
去
最
多
と
な
り
、
救
急

体
制
は
ひ
っ
迫
し
て
い
ま
し

た
。日
中
の
通
報
の
多
い
中
原
、

高
津
消
防
署
に
救
急
隊
を
増
設

し
ま
す
。
そ
れ
に
伴
い
救
命
救

急
士
や
救
急
車
２
台
を
増
や
し

ま
す
。
予
算
２
億
４
０
０
０
万

円
。
救
急
車
の
到
着
所
要
時
間

は
命
に
直
結
し
ま
す
。
少
し
で

も
時
間
が
短
縮
さ
れ
る
よ
う
、

必
要
な
予
算
の
確
保
を
求
め
て

い
ま
す
。

　

市
内
の
消
防
団
員
は
昨
年
末

１
０
７
６
人
で
し
が
、
防
火
性

能
を
強
化
し
た
上
下
式
防
火
衣

の
購
入
・
整
備
は
過
去
２
年
間

で
51
着
分
で
し
た
。
今
年
度
予

算
額
は
倍
増
し
ま
し
た
が
、
ま

だ
ま
だ
十
分
と
は
言
え
ま
せ
ん
。

人
道
支
援
に
足
る

避
難
所
設
備
を

　

川
崎
市
議
団
は
、
１
次
避
難

所
の
要
配
慮
ス
ペ
ー
ス
の
確
保

と
耐
震
補
強
や
、
２
次
避
難
所

の
確
保
を
要
望
し
て
い
ま
す
。

　

帰
宅
困
難
者
対
策
推
進
事
業

費
は
倍
増
し
、
７
４
０
万
円
。

　

海
外
で
は
、
被
災
者
が
環
境

の
悪
い
中
で
生
活
す
る
こ
と
は

人
道
的
問
題
と
い
う
観
点
で
、

一
人
当
た
り
の
広
さ
や
ト
イ
レ

の
数
、
男
女
比
な
ど
も
「
ス
フ

ィ
ア
基
準
」
が
ス
タ
ン
ダ
ー
ド

と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
基
準

に
す
る
た
め
に
は
、
避
難
所
が

圧
倒
的
に
足
り
ま
せ
ん
。（
表

11
）個

別
避
難
計
画
作
成

予
算
を
拡
充

　

市
内
に
は
、
災
害
か
ら
避
難

す
る
際
に
支
援
が
必
要
な
方
は

４
５
０
０
０
人
い
ま
す
。
災
害

対
策
基
本
法
に
沿
い
、
登
録
さ

れ
た
要
支
援
者
ご
と
に
避
難
支

援
、
安
否
確
認
な
ど
、
必
要
な

措
置
を
実
施
す
る
個
別
避
難
計

画
の
作
成
に
取
り
組
ん
で
い
ま

す
。
予
算
５
２
０
０
万
円

・
高
齢
者
の
場
合

　

要
介
護
３
〜
５
の
方
に
対

し
、
市
の
依
頼
を
受
け
た
事
業

所
の
計
画
作
成
支
援
者
（
ケ
ア

マ
ネ
ジ
ャ
ー
）
が
、
本
人
ま
た

は
家
族
等
の
意
向
や
、
関
係
団

体
に
よ
る
協
力
可
能
な
避
難
支

援
の
範
囲
等
を
踏
ま
え
、
計
画

作
成
を
支
援
し
ま
す
。
川
崎
市

は
計
画
作
成
支
援
者
に
１
件
７

０
０
０
円
の
作
成
支
援
費
（
新

規
、
更
新
）
を
支
払
い
ま
す
。

・
障
害
者
の
場
合

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
の

う
ち
、
独
居
等
の
方
で
、
障
害

支
援
区
分
４
〜
６
の
方
、
ま
た

は
移
動
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
者
を

優
先
し
個
別
避
難
計
画
が
作
成

で
き
た
の
は
、
昨
年
10
月
時
点

で
４
１
５
人
で
す
。

表 11　

指定避難所・指定緊急
避難場所

176 ヶ所

２次避難所 234 ヶ所

公設の２次避難所 3ヶ所

　

補
助
犬
は

体
に
障
害
の

あ
る
人
の
目

や
耳
、
手
足

と
な
っ
て
働

き
ま
す
。
ユ

ー
ザ
ー
の
方

は
「
盲
導
犬

と
共
に
豊
か

な
人
生
を
生

き
た
い
」
と

話
し
ま
す
。

定
期
健
診
や

ワ
ク
チ
ン
接

種
な
ど
医
療

費
の
負
担
に

つ
い
て
助
成

す
る
よ
う
、

我
が
党
は
繰


